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（令和５年３月31日現在）

金       額 金       額

（資  産  の  部） 円 （負　債　の　部）　　　 円

流  動  資  産　　　　　17,950,929,756 流  動  負  債　　　　 6,055,232,163

9,797,592,159 4,812,841,553

7,786,681,136 1,791,835

57,266,000 305,783,093

100,000,000 363,891,770

3,504,523 2,555,300

125,818,070 17,519,700

49,949,218 61,278,400

24,671,844 56,487,512

5,446,806 433,083,000

固  定  資  産 3,271,817,052

有 形 固 定 資 産　　　2,116,511,657 1,688,607,971

建 物 607,894,673 68,917,671

構 築 物 3,773,408 689,366,000

機 械 及 び 装 置 17,641,411 911,116,900

車 輌 運 搬 具 188,206 19,207,400

工具、器具及び備品 442,525,762

船 舶 226,167 7,743,840,134

リ ー ス 資 産 1,026,212,030

その他有形固定資産 18,050,000 （純　資　産　の　部） 円

無 形 固 定 資 産　　 373,399,951 13,478,906,674

商 標 権 120,000 100,000,000

ソ フ ト ウ ェ ア 364,801,951 13,378,906,674

電 話 加 入 権 3,783,000 19,500,000

その他無形固定資産 4,695,000 13,359,406,674

投資その他の資産　　　 781,905,444 損害賠償補填積立金 6,000,000,000

関 係 会 社 株 式 173,700,000 繰越利益剰余金 7,359,406,674

投 資 有 価 証 券 100,000,000

繰 延 税 金 資 産 489,382,644

敷 金 18,822,800

13,478,906,674

21,222,746,808 21,222,746,808

純 資 産 合 計

資 産 合 計 負債及び純資産合計

有 価 証 券

預 り 保 証 金

前 払 費 用 未 払 消 費 税 等

科        目 科 目

現 金 及 び 預 金 買 掛 金

売 掛 金 前 受 金

割 賦 売 掛 金 未 払 金

商 品

リ ー ス 債 務

貯 蔵 品 未 払 事 業 所 税

未 払 法 人 税 等

未 収 入 金

そ の 他 流 動 資 産

固  定  負  債　　

長 期 未 払 金

リ ー ス 債 務

預 り 金

賞 与 引 当 金

利 益 剰 余 金

利 益 準 備 金

その他利益剰余金

資 本 金

退 職 給 付 引 当 金

負 債 合 計

株 主 資 本

貸 借 対 照 表
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円 円

【売上高】　　　 27,123,001,799

27,123,001,799

【売上原価】　　　 24,975,433,387

24,975,433,387

2,147,568,412

【販売費及び一般管理費】 1,821,204,126

1,821,204,126

326,364,286

【営業外収益】 45,688,611

5,502,000

3,781

36,487,500

3,695,330

【営業外費用】 171,220

171,220

371,881,677

【特別利益】　　 40,500
40,500

【特別損失】　　 45,387,486

44,375,886

1,011,600

326,534,691

137,058,402

△ 56,845,344 80,213,058

246,321,633

為 替 差 益

科          目 金        額

売 上 高

売 上 原 価

売 上 総 利 益

受 取 家 賃

法人税、住民税及び事業税

法 人 税 等 調 整 額

当 期 純 利 益

そ の 他 営 業 外 費 用

経 常 利 益

固 定 資 産 除 却 損

税 引 前 当 期 純 利 益

固 定 資 産 売 却 益

リ ー ス 資 産 除 却 損

そ の 他 営 業 外 収 益

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費

営 業 利 益

受 取 利 息 配 当 金

損 益 計 算 書

損 益 計 算 書損 益 計 算 書
自 令和 ４年 ４ 月 １日

至 令和 ５年 ３ 月３１日
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　（単位：円）

損害賠償補填
積立金

移転対策
積立金

繰越利益剰余金

当期首残高 100,000,000 19,000,000 6,000,000,000 1,210,000,000 5,908,585,041 13,137,585,041 13,237,585,041 13,237,585,041

当期変動額

剰余金の配当 500,000 △ 5,500,000 △ 5,000,000 △ 5,000,000 △ 5,000,000

利益処分による
任意積立金の取崩

△ 1,210,000,000 1,210,000,000

当期純利益 246,321,633 246,321,633 246,321,633 246,321,633

当期変動額合計 500,000 △ 1,210,000,000 1,450,821,633 241,321,633 241,321,633 241,321,633

当期末残高 100,000,000 19,500,000 6,000,000,000 7,359,406,674 13,378,906,674 13,478,906,674 13,478,906,674

株 主 資 本 等 変 動 計 算 書

株　　主　　資　　本

資本金 株主資本合計

利益準備金

その他利益剰余金

利益剰余金合計

利益剰余金

純資産合計

自 令和 ４年 ４ 月 １日

至 令和 ５年 ３ 月３１日
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個別注記表 

１ 本計算書類は、東京都の政策連携団体として東京都に提出するため、会計監査人設置会社に適

用される「我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準」によらず、中小企業の

ための一般に公正妥当と認められる企業会計の慣行として認められている「中小企業の会計に関

する指針」に基づき、個別注記表に記載された会計の基準に準拠して作成しております。 

  「中小企業の会計に関する指針」においては、一定の場合には会計処理の簡便化や法人税法で

規定する処理の適用が容認されており、これらについては、重要な会計方針に記載しております。 

  本計算書類の作成に当たり採用した重要な会計方針は、以下のとおりです。 

 

２ 重要な会計方針に係る事項に関する注記 

（１）資産の評価基準及び評価方法 

① 有価証券の評価基準及び評価方法 

ア 満期保有目的の債券 

償却原価法（定額法）を採用しております。 

イ 子会社株式及び関連会社株式 

移動平均法による原価法を採用しております。 

② 棚卸資産の評価基準及び評価方法    

貯蔵品については、最終仕入原価法による原価法を採用しております。 

（２）固定資産の減価償却の方法 

① 有形固定資産 

定額法を採用しております。  

② 無形固定資産       

定額法を採用しております。 

自社利用のソフトウェアについては、社内における見込利用可能期間（５年）に基づいて

おります。 

③ リース資産 

 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産については、リース期間を耐用

年数とし、残存価格を零とする定額法を採用しております。 

（３）引当金の計上基準 

① 賞与引当金 

職員賞与の支給に備えるため、将来の支給見込額のうち当期負担額を計上しております。 

② 退職給付引当金     

職員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務の見込額に基づき計上

しております。 

〈 採用している退職給付制度の概要 〉 

退職金制度として退職一時金制度を設けており、簡便法により退職給付引当金及び退職給付
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費用を計算しております。 

また、選択制の確定拠出年金制度を設けております。 

    〈 確定給付制度 〉 

ア 退職一時金制度の、退職給付引当金の期首残高と期末残高の調整表 

 期首における退職給付引当金         836,875,500 円 

 退職給付費用                                113,683,900 円 

 退職給付の支払額                           △39,442,500 円 

 期末における退職給付引当金                  911,116,900 円 

イ 退職給付債務と貸借対照表に計上された退職給付引当金の調整表 

 退職一時金制度の退職給付債務        911,116,900 円 

  退職給付引当金                            911,116,900 円 

ウ 退職給付に関連する損益 

 簡便法で計算した退職給付費用             113,683,900 円 

（４）その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項 

① リース取引の処理方法 

リース物件の所有権が借主に移転するもの以外のファイナンス・リース取引については、

法人税法で定める処理を適用し利息相当額をリース料総額から区分せず、通常の売買取引に

係る方法に準じた会計処理を採用しております。 

② 消費税等の会計処理   

税抜方式によっております。 

 

３ 株主資本等変動計算書に関する注記 

（１）発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

区   分 
前 期 末    

株 式 数 

当期増加   

株 式 数 

当期減少              

株 式 数 

当 期 末 

株 式 数 

発行済株式 

 普通株式 
2,000 株 - - 2,000 株 

自己株式 

 普通株式 
- - - - 
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（２）配当に関する事項 

 配当金支払額    

                                    （単位：円） 

決  議 
株 式 

の種類 

配当金 

の総額 

１株当たり 

の配当額 
基準日 効力発生日 

令和 4 年 6 月 29 日

定時株主総会 

普 通 

株 式 

 

5,000,000 

 

2,500 
令和 4 年 

3 月 31 日 

令和 4年 

8 月 1 日 

 

４ その他の注記 

「中小企業の会計に関する指針」（改正 令和３年８月３日：日本税理士連合会、日本公認会計士

協会、日本商工会議所、企業会計基準委員会）を適用しております。 
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１　有形固定資産及び無形固定資産の明細

２　引当金の明細

3,833 226,167 3,833 230,000

373,399,951 222,499,911 595,899,862

433,083,000

（注）退職給付に関する注記は、個別注記表に記載しております。

そ の 他

賞 与 引 当 金 386,388,000 433,083,000 386,388,000

（注）建物の増加は、本社移転に伴うネットワーク環境の新規構築等によるものです。

　　　工具、器具及び備品の増加は、本社移転に伴う備品等新規購入によるものです。

　　　リース資産の増加は、リース契約の更新等に伴うパーソナルコンピュータ等の契約締結によるものです。

（単位：円）

区 分 期 首 残 高 当 期 増 加 額
当 期 減 少 額

期 末 残 高
目 的 使 用

無 形

固定資産

計 422,442,564

364,801,951 221,719,911 586,521,862

0 3,783,000 0 3,783,000

その他無形固定資産 71,440,000 13,315,000 80,060,000 0 4,695,000 0 4,695,000

電 話 加 入 権 3,783,000 0 0

ソ フ ト ウ ェ ア 347,009,564 140,255,600 2,690,470 119,772,743

商 標 権 210,000 0 0 90,000 120,000 780,000 900,000

153,570,600 82,750,470 119,862,743

1,026,212,030 714,271,610 1,740,483,640

0 18,050,000

計 1,269,439,468 1,432,306,681 42,697,016 542,537,476 2,116,511,657 2,334,549,410 4,451,061,067

その他有形固定資産 18,050,000 0 0 0 18,050,000

17,641,411 200,645,865 218,287,276

616,671 188,206 2,443,584 2,631,790

工 具 、 器 具 及 び 備 品 184,221,089 374,697,895 2,114,594 114,278,628 442,525,762 663,347,708 1,105,873,470

607,894,673 646,802,262 1,254,696,935

構 築 物 1,077,548 2,913,930 2 218,068 3,773,408 107,034,548 110,807,956

有 形

固定資産

建 物 504,528,274 224,855,256 39,570,820 81,918,037

車 輌 運 搬 具 804,877 0 0

機 械 及 び 装 置 23,166,870 0 0 5,525,459

リ ー ス 資 産 537,590,810 829,609,600 1,011,600 339,976,780

船 舶 0 230,000 0

（単位：円）

区 分 資 産 の 種 類 期 首 帳 簿 価 額 当 期 増 加 額 当期減少額 当期償却額 期 末 帳 簿 価 額
減 価 償 却
累 計 額

期末取得原価
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                 ３　販売費及び一般管理費の明細

（単位：円）

科 目 金 額

役 員 報 酬 手 当 45,300,000

給 料 手 当 279,495,839

通 勤 手 当 8,650,448

賞 与 54,615,068

賞 与 引 当 額 30,087,000

派 遣 委 託 料 47,538,593

退 職 金 3,079,400

退 職 引 当 額 5,224,454

退 職 給 付 費 5,869,000

法 定 福 利 費 73,796,460

厚 生 費 10,290,636

研 修 費 4,639,713

旅 費 交 通 費 4,503,541

通 信 運 搬 費 35,466,502

宣 伝 費 27,810,900

交 際 費 224,525

会 議 費 217,024

燃 料 費 85,076

光 熱 水 費 2,952,983

備 消 耗 品 費 127,525,433

被 服 費 3,071,690

印 刷 製 本 費 381,623

公 租 公 課 43,777,174

新 聞 図 書 費 4,630,117

手 数 料 22,760,704

諸 会 費 4,236,000

寄 付 金 20,000

負 担 金 4,132,333

報 酬 10,571,674

賃 借 料 542,165,025

保 険 料 21,164,066

修 繕 費 31,100

委 託 費 299,586,424

減 価 償 却 費 97,285,601

雑 費 18,000

計 1,821,204,126
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